
 

 

 

はぐくみ支え合うまち・京都ほほえみプラン 

中間見直し（案）【抜粋】 

～京都市障害者施策推進計画・ 

第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画～ 

 
 
 
 
 
 

Ｐ １～ 京都市障害者施策推進計画 
 Ｐ１０～ 第６期障害福祉計画（案） 
 Ｐ１２～ 第２期障害児福祉計画（案） 
 Ｐ１３～ 各年度における障害福祉サービス等の必要量の見込み 
 Ｐ１８～ 地域生活支援事業の実施に関する事項 
 Ｐ２２～ 第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画の取組状況 
 
 
当該資料は，中間見直し（案）の詳細を記載した資料となっており，はぐくみ

支え合うまち・京都ほほえみプラン全体から，今回の見直しにおいて修正，追

加を行った項目のみを抜き出した資料としています。 

 
  



 
  



第５章 共生社会実現に向けた具体的施策 
 

１ 重点目標 
 
    各施策目標を横断し，全てを貫く重要な視点として，重点目標を設定します。 

（１）重点目標１ 

＊３障害（身体，知的，精神）の施策のはざま（高次脳機能障害，発達障害等）や，ライフ
ステージの変化の際の施策のはざま（障害児施策から障害者施策への切れ目のない移行等） 

 

 

１  ５つの施策目標と具体的施策 

  

「重複障害」や「はざま＊」への適切な対応など，複合的支援を充実します 

 保健福祉センター，障害福祉サービス事業所等への専門的観点からのバックア

ップやサポートの体制整備と，関係機関との総合的支援ネットワークの構築に取

り組むことにより，「重複障害」や「はざま＊」，「重度障害」への適切な対応，児童

虐待の背景にある保護者や児童の課題等に加え，ひきこもり支援等，複合的支援の

充実を図ってまいります。 

１ 

２ 

施策目標１ お互いに認め合い支え合って暮らすまちづくり 

＜現状と方向性＞ 

○ 社会経済情勢の変化等を背景として，市民が抱える福祉的な課題はますま

す多様化・複合化していることから，ひきこもりをはじめ，課題を抱える世

帯への支援を本市として積極的に取り組みます。 

中間見直しで新たに取り組む課題 

 

○ 令和元年６月に視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書

バリアフリー法）が公布，施行され，視覚障害，発達障害，肢体不自由その

他の障害により，読書や図書館の利用に困難を伴う人が読書を通じて文字・

活字文化に触れることのできる環境整備を進めることとされ，本市において

も読書に親しみやすい環境づくりの取組を進めていきます。 

中間見直しで新たに取り組む課題 
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１ 市民等に対する啓発・広報活動の推進 

 

２ 障害福祉を支える担い手等に対する啓発の推進 

 

３ 障害を理由とする差別の解消に向けた取組の推進 

 

 

 

４ 相談支援体制の充実 

 

５ 専門相談機能の充実 

 

６ 切れ目のない支援の提供 

  ３施設が一体化した新施設が，保健福祉センター等へ専門的観点からのバ

ックアップやサポートを行うなど，連携を強化することで，障害のある人やそ

の家族等のニーズや課題に早期に気付いて必要な支援策につなぎ，地域や関

係機関とともに支える切れ目のない支援を行うとともに，子どもから大人へ

の移行だけでなく，６５歳到達後もニーズに応じた適切な対応を行います。 

  また，保健福祉センター及び障害者地域生活支援センターにおける相談対

応と合わせて，休日や夜間・早朝等の時間帯においても相談に応じられる体制

を整備することにより２４時間・３６５日の切れ目のない相談支援の提供に

取り組みます。 

 

７ ひきこもり等複合的な課題に対する支援 

  ひきこもりをはじめ，多様で複雑化した課題を抱える世帯への支援に当た

り，支援の受け手を中心とした包括的な寄り添い支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援 

啓 発 
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８ 意思疎通支援の充実 

 

９ 視覚障害者等の読書環境の整備の推進 

  アクセシブルな書籍等の提供や，障害の種類・程度に応じた配慮を行うこと

で，視覚障害者等の社会参加・活躍の推進や共生社会の実現を図ります。 

 

10 行政情報における合理的配慮の推進 

 

 

 

 

11 手話に対する理解促進及び普及 

 

12 コミュニケーションの手段として手話を選択しやすい環境の整備 

 

 

 

 

 

13 障害福祉サービス等の量等の充実 

 

14 障害福祉サービス等の質の向上 

意思疎通支援・情報保障 

手 話 

施策目標２ 地域で自立して生活できる仕組みづくり 

＜現状と方向性＞ 

○ 令和２年は，新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による影響

が長期化し，障害のある人やそのご家族，支援者等は不安を感じながら生活

することとなりました。新型コロナウイルス感染症拡大への対策に引き続

き取り組むとともに，そのような状況下においても必要なサービスが継続

的に提供され，障害のある人などが安心して地域で暮らせるよう取り組み

ます。 

中間見直しで新たに取り組む課題 

福祉サービス 
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15 感染症等の新たな課題に対する支援 

新型コロナウイルス感染症をはじめ，これまでに経験したことのない状況

等が発生した場合においても，障害福祉サービス事業所等が継続的にサービ

スが提供できる対策や支援に取り組むとともに，新しい生活スタイルの下，

障害のある人が安心して生活できるよう，障害や障害のある人への理解のた

めの啓発に取り組みます。 

 

 

 

 

16 グループホーム等の設置促進 

 

17 地域での住まいの確保と住環境整備 

 

18 地域生活へ移行する仕組みづくりと支援体制の充実 

   

19 住み慣れた地域での生活を支える支援体制の充実 

 

 

 

 

20 地域とのつながりの構築 

 

21 地域活動を支える担い手の育成 

 

22 市民交流の促進 

  

住まい・暮らし 

地域交流 
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23 障害の要因となる疾病の早期発見・早期支援 

 

24 障害に対する適切な保健医療体制の充実 

 

25 いきいきと生活できるための健康づくりの推進 

 

26 感染症等の新たな課題に対する支援（再掲） 

新型コロナウイルス感染症をはじめ，これまでに経験したことのない状況

等が発生した場合においても，障害福祉サービス事業所等が継続的にサービ

スが提供できる対策や支援に取り組むとともに，新しい生活スタイルの下，

障害のある人が安心して生活できるよう，障害や障害のある人への理解のた

めの啓発に取り組みます。 

 

 

 

 

27 こころの病に対する理解の促進と正しい知識の普及啓発 

 

28 医療や相談支援体制の充実 

 

 

 

施策目標３ 安心して生活できる社会環境の整備 

＜現状と方向性＞ 

 

○ 新型コロナウイルス感染症を正しく理解し，適切な対応を行うことが重要

です。また，障害特性等から新しい生活スタイルを実践することで新たな支

障が生じることもあります。様々な配慮やサポートが必要な人がいることの

市民理解に取り組みます。      中間見直しで新たに取り組む課題  

健康・医療 

こころの健康 
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29 難病に対する理解促進 

 

30 難病患者への支援体制の構築 

 

31 難病患者への支援の充実 

 

 

 

 

32 ユニバーサルデザインに対する理解促進及び普及 

 

33 人にやさしいまちづくりの推進 

 

34 こころのバリアフリーの普及 

 

 

 

 

35 地域における見守り活動の推進 

 

36 コミュニケーション障害のある人への災害情報の確実な伝達 

 

37 災害時における支援体制の充実 

 

 

 

 

38 障害を理由とする差別の解消に向けた取組の推進（再掲） 

 

39 障害者虐待防止の取組の浸透 

 

40 成年後見制度の利用等の推進 

難病支援 

ユニバーサルデザイン 

災害対策 

権利擁護 
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41 社会的活動への参加促進 

   

42 社会的活動に参加しやすい環境の整備 

   

43 障害者自身による主体的な社会活動の支援 

 

 

 

 

44 文化芸術活動の振興 

 

45 障害者スポーツの振興 

 

46 支援する担い手の育成 

 

 

 

 

47 一般就労の促進 

    

48 定着支援の充実 

 

49 福祉的就労の底上げ 

 

  

施策目標４ 生きがいや働きがいをもてるまちづくり 

社会参加 

文化・スポーツ 

就労 
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50 関係機関との連携による早期発見・早期支援 

   

51 身近な地域で支援等を利用しやすい仕組みづくりの推進 

   特性や状況に応じた支援を早期に受けることができるよう，児童発達支援

事業所の設置や保育所等訪問支援の利用促進等，身近な地域で利用しやすい

仕組みづくりを推進します。 

   また，障害児入所施設についても，地域において，虐待を受けた児童の対

応を含め，果たすべき役割の検討を進めるとともに，入所している児童が十

八歳以降も適切な場所で適切な支援を受けることができるよう，適切な時期

に必要な協議が行われる体制整備に努めます。 

 

 

 

 

52 重症心身障害児・医療的ケア児への支援の仕組みづくりの検討 

   医療的ケア児等コーディネーターの役割をはじめ，医療的ケア児が必要と

する支援の提供に繋がる仕組みづくりについて，福祉・保健・医療・教育等

の関係者による協議の場において，検討します。 

   重症心身障害児等が安心して通所できる児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービスの設置促進をはじめ，居宅訪問型児童発達支援の実施検討や，

技術習得にかかる職員研修の受講促進に努めます。 

また，保育園や学童クラブ事業等における医療的ケア児への支援に引き続

き取り組むとともに，学校における医療的ケアの安全な実施体制の構築・充

実を図ります。 

 

 

施策目標５ 障害や疾病等で支援が必要な子どもに対する福祉と教育の充実 

＜現状と方向性＞ 

○ 本市の子育て支援施策の総合的な計画である「京都市はぐくみプラン（京

都市子ども・若者総合計画）」に掲げる施策を着実に推進することはもちろ

ん，両プランが連携して取組を推進していく必要があります。 

特性や状況に応じた支援の提供 

早期発見・早期支援 
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53 様々な障害や特性に応じた支援体制の充実 

   ことばやコミュニケーションに課題のある子どもはもとより，発達障害，

高次脳機能障害，行動障害等の様々な障害や特性のある子どもが，適切な支

援を受けられるよう，支援体制の充実を図ります。 

   とりわけ，難聴児の支援に当たっては，主に難聴児の支援を行う児童発達

支援センター「うさぎ園」を中核として，関係機関との連携を進めることに

より，難聴児及びその家族への切れ目のない支援に取り組みます。 

   また，厳正かつ丁寧な監査の実施や事業所向けの研修の充実により，支援

の質の向上を図ります。 

 

 

 

 

54 障害児相談支援の充実 

 

55 重症心身障害児・医療的ケア児への支援の仕組みづくりの検討（再掲） 

   

56 教育と福祉の連携による切れ目のない取組の推進 

 

57 「京都市はぐくみプラン（京都市子ども・若者総合計画）」と連携した取組の推進 

   妊娠前から子ども・若者まで「切れ目のない支援」を一体的・総合的に進

めていくため，「京都市はぐくみプラン（京都市子ども・若者総合計画）」に

掲げるすべての施策を着実に推進します。また，子育て中の保護者，子ども・

子育て支援や若者支援に関する事業の従事者，学識経験者等で構成する「京

都市はぐくみ推進審議会」において本計画の進捗状況を報告し，意見を求め

るなど，両プランが連携した取組を推進していきます。 

 

 

 

 

58 インクルーシブ教育の理念に基づく総合的な支援 

 

59 一人一人のニーズに応じた教育の実施 

 

 

相談・支援・連携体制の強化 

一人一人のニーズに応じた教育の推進 
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第６期障害福祉計画（案） 
 

○施設入所者の地域生活への移行に係る本市の成果目標及び考え方 

項 目 成果目標及び考え方 

令和 5 年度末までの 

地域生活移行者数 

令和元年度末入所者（1,225 人）の 2.2％以上（32 人以上）を 

地域生活へ移行 

※ 施設入所者数については，地域移行目標として掲げる 32 人が地域移行したとしても，

その数以上の施設入所希望者がいることから成果目標としては設定しないが，地域移行

を支えるグループホームの設置推進や重度障害者に対する支援の充実等により，施設入

所希望者が施設入所だけではなく，地域生活の継続という選択肢も持てるように取り組

みます。 

 

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る本市の成果目標及び考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

１ 年 以

上 長 期

入院 

患者数 

65 歳以上 
これまでの減少率（10.8％）に基づき，1,243 人以下と 

目標値を設定する。 

65 歳未満 
これまでの減少率（18.5％）に基づき，252 人以下と 

目標値を設定する。 

入院後3箇月時点の退院率 
国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるため 

国指針と同じ数値である 69％以上と目標値を設定する。 

入院後6箇月時点の退院率 
国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるため 

国指針と同じ数値である 86％以上と目標値を設定する。 

入院後 1年時点の退院率 
国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるため 

国指針と同じ数値である 92％以上と目標値を設定する。 

※ 精神病床から退院後 1 年以内の地域における平均生活日数については，市町村の設定

義務がないことから目標設定しないこととします。 

 

 

○障害者の地域生活支援拠点等の整備に係る本市の成果目標及び考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

地域生活支援拠点等におけ

る機能の充実 

自立支援協議会において，年に１回，地域生活支援拠点

の運用状況の報告・検討を行うことを目標として設定す

る。 
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○障害福祉サービス事業所等から一般就労への移行に係る成果目標及び本市の考え方 

項  目 目 標 値 成果目標及び考え方 

一般就労への移行者数 
364 人以上 

(1.27 倍以上) 
これまでの実績に基づき，1.27 倍以上（364

人以上）と目標を設定する。 

就労移行支援事業所等

を通じて一般就労に移

行する者のうち，就労定

着支援事業所の利用率 

７割  

就労定着支援事業所の

うち，就労定着率が８割

以上の事業所 

全体の 

７割以上 
 

※ 福祉施設から一般就労への移行については，総体として評価すべきと考えることから，

個別のサービス（就労移行支援，就労継続支援Ａ型，就労継続支援Ｂ型）における目標設

定は行わないこととします。なお，福祉施設から一般就労への移行における実績の内訳と

して，各サービスの利用状況については，把握していきます。 

 

 

○相談支援体制の充実・強化等に係る成果目標及び本市の考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

相談支援体制の充実・強化

等に向けた取組の実施体制

の確保 

下記４点を実施することにより相談支援体制の充実・強

化等を図る。 

①総合的・専門的な相談支援として，市内 15 箇所に設

置している障害者地域生活支援センターでの相談受

付件数（R5：185,465 件） 

②市内 15 箇所に設置している障害者地域生活支援セン

ターでの専門的な指導・助言（R5：5,129 件） 

③基幹相談支援センターで実施している人材育成のた

めの研修実施件数（R5：24 件） 

④基幹相談支援センターで実施している相談支援従業

者同士の交流ができる研修の実施回数（R5：24 件） 

 

 

○障害福祉サービス等の質の向上に係る成果目標及び本市の考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

障害福祉サービス等の質の

向上を図るための取組の実

施 

下記２点を実施することにより障害福祉サービス等の

質の向上を図る。 

①障害福祉サービス等に係る研修の実施 

②障害福祉サービス事業所等に対する集団指導の実施 
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第２期障害児福祉計画（案） 
 

○障害児支援の提供体制の整備等に係る成果目標及び本市の考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

児童発達支援センター

の設置 

本市においては，既に市内に９箇所設置しており，地域支援や

相談支援等の更なる機能強化に向けて質的向上を図る。 

保育所等訪問支援を 

利用できる体制の構築 

本市においては，既に市内に１２箇所設置しているが，利用状

況が低調であるため，保育所等訪問支援を利用しやすい仕組

みづくりを講じる。 

難聴児支援のための中

核機能を果たす体制の

構築 

本市においては，主に難聴児の支援を行う児童発達支援セン

ターを設置していることから，当施設を中核として必要な連

携等を進める。 

主に重症心身障害児を

支援する児童発達支援

事業所，放課後等デイ

サービスの確保 

本市においては，重症心身障害児を支援する児童発達支援事

業所（３箇所），放課後等デイサービス（６箇所）を確保して

おり，より効果的・効率的な施策の実施について検討する。 

医療的ケア児支援の 

協議の場の設置及び医

療的ケア児等コーディ

ネーターの配置 

福祉・保健・教育等の関係機関が連携し，医療的ケア児支援に

関する協議を行うとともに，医療的ケア児等コーディネータ

ーの役割について検討を行う。 
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各年度における障害福祉サービス等の必要量の⾒込み 
＜第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画＞ 

（１）訪問系サービス 

（上段：利用者数，下段：延べ利用時間数（１月当たり）） 

区 分 ２年度(見込) ３年度 ４年度 ５年度 

居宅介護等 
5,394 人 5,624 人 5,854 人 6,083 人 

249,904 時間 262,636 時間 275,368 時間 288,099 時間 

 

（２）日中活動系サービス等 

（上段：利用者数，下段：延べ利用日数（１月当たり）） 

区 分 ２年度(見込) ３年度 ４年度 ５年度 

生活介護 
3,482 人 3,539 人 3,595 人 3,651 人 

58,235 人日 58,370 人日 58,505 人日 58,640 人日 

自立訓練 

(機能訓練) 

46 人 49 人 51 人 53 人 

458 人日 479 人日 500 人日 521 人日 

自立訓練 

(生活訓練) 

200 人 202 人 204 人 206 人 

2,659 人日 2,617 人日 2,575 人日 2,533 人日 

就労移行支援  
459 人 485 人 512 人 539 人 

7,695 人日 8,078 人日 8,460 人日 8,842 人日 

就労継続＊ 

支援Ａ型 

832 人 888 人 945 人 1,002 人 

16,457 人日 17,519 人日 18,580 人日 19,641 人日 

就労継続＊ 

支援Ｂ型 

3,431 人 3,577 人 3,724 人 3,871 人 

56,485 人日 57,926 人日 59,367 人日 60,808 人日 

就労定着支援 122 人 162 人 172 人 182 人 

療養介護 213 人 213 人 213 人 213 人 

短期
入所 

医療型 
76 人 79 人 82 人 86 人 

268 人日 285 人日 302 人日 318 人日 

福祉型 
904 人 955 人 1,006 人 1,056 人 

4,253 人日 4,365 人日 4,477 人日 4,590 人日 

 ＊ 一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行うもの。（Ａ型は，原則として雇用契約による就労で，Ｂ型は原則と

して雇用契約によらない就労となります。） 
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（３）居住系サービス 

区 分 ２年度(見込) ３年度 ４年度 ５年度 

自立生活援助＊１ 8 人 8 人 8 人 8 人 

グループホーム 786 人 856 人 926 人 996 人 

施設入所支援 1,219 人 1,219 人 1,219 人 1,219 人 

 

 

 

 

 ＊１ 一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために，定期的な居宅訪問や随時の対応に

より必要な支援を行うもの。 

（４）相談支援 （１月当たり） 

区 分 ２年度(見込) ３年度 ４年度 ５年度 

計画相談支援＊２ 1,724 件 1,890 件 2,056 件 2,222 件 

地域移行支援 - 件 7.3 件 7.3 件 7.3 件 

地域定着支援 33.8 件 34.2 件 36.9 件 39.5 件 

 ＊２ 障害のある人がサービスを計画的に利用し生活の質を更に向上させるため，生活全体

の課題や目標を踏まえた総合的な計画であるサービス等利用計画の作成をするとともに，

継続的にその計画の実施状況の検証(モニタリング)を行い，サービスの見直し等を行うも

の。 

（５）発達障害者支援 

区 分 ２年度(見込) ３年度 ４年度 ５年度 

地域協議会の開催 1 回 1 回 1 回 1 回 

相談支援 2,797 件 2,797 件 2,797 件 2,797 件 

関係機関への助言 23 件 23 件 23 件 23 件 

研修・啓発 56 件 56 件 56 件 56 件 

支援プログラム等

の受講者数【新規】 
45 人 45 人 45 人 45 人 

ペアレントメンタ

ーの人数【新規】 
20 人 20 人 20 人 20 人 

 

 

 グループホームについては，地域⽣活への移⾏者数や⼊居希望者数を念頭に今後は
毎年 70 ⼈の増加を⾒込みます。 

本市では，発達障害者支援連携協議会を，発達障害者支援法に規定する地域協議
会に位置付けており，発達障害者支援センター，幼児児童⽣徒支援，就労支援の３つ
の課題別に設置された部会等における発達障害支援の実施状況の報告のため，地域協
議会を年１回開催すると⾒込んでいます。 
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（６）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

区 分 ２年度(見込) ３年度 ４年度 ５年度 

保健，医療及び福祉

関係者による協議

の場の開催回数 

1 回 1 回 1 回 1 回 

保健，医療及び福祉

関係者による協議

の場への関係者の

参加者数 

13 人 13 人 13 人 13 人 

保健，医療及び福祉

関係者による協議

の場における目標

設 定 及 び 評 価 の 

実施回数 

1 回 1 回 1 回 1 回 

精神障害者の地域

移行支援 
5 人 5.6 人 5.6 人 5.6 人 

精神障害者の地域

定着支援 
38 人 34.3 人 37.0 人 39.3 人 

精神障害者の共同

生活援助 
273 人 287 人 302 人 317 人 

精神障害者の自立

生活援助 
6 人 5 人 5 人 5 人 

精神病床における

退院患者の退院後

の行き先 

    

 

一人暮らし・家庭 62 人 62 人 62 人 62 人 

グループホーム

等の居住系サー
ビス 

52 人 52 人 52 人 52 人 

転院，院内転科 251 人 251 人 251 人 251 人 

その他（死亡に 

よる退院を含む） 
280 人 280 人 280 人 280 人 
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＜参考＞障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズについて 

 障害児支援に関するサービス量のほか，「京都市子ども・子育て支援事業計画（以下

「事業計画」という。）」における量の見込みの数値から，保育園（所）や認定こども園、

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障害児の受入れの数値につい

ても参考に設定します。 

 

  【各事業において障害児として認定している割合（令和元年度）】 

 児童数 

（Ａ） 

障害児の数 

（Ｂ） 

割合 

（Ｂ／Ａ）① 

保育園（所） 

（認定こども園を含む） 
３７，３２０ １，７５１ ４．７％ 

放課後児童健全育成事業 １４，６５７ ９３８ ６．４％ 

 
  【保育所等に係る利用ニーズのうち，障害児に係る数値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保育園（所） 

（認定こども園を含む）

ａ

量の見込み（現行プラン） 
３６，３５６ ３６，０８６ ３６，１３１ 

ｂ 

（①で算出した割合） 
４．７％ 

障害児に係る数値 

（ａ×ｂ） 
１，７０９ １，６９６ １，６９８ 

放課後児童健

全育成事業 

ａ

量の見込み（現行プラン） 
１５，２４５ １５，５５８ １５，６４１ 

ｂ 

（①で算出した割合） 
６．４％ 

障害児に係る数値 

（ａ×ｂ） 
９７６ ９９６ １，００１ 
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約
筆
記

者
，

盲
ろ
う
通

訳
・
介

助
員
の

派

遣
を
行
う

。
 

※
失
語

症
者

向
け

意
思

疎
通

支
援

は
，

市
域
を

含
め

京
都

府
に

お
い

て
実
施
 

手
話
通
訳

者
設
置

事
業

 
1
4 

箇
所

 

7
,
1
57
 

件
 

1
4 

箇
所

 

7
,
1
57
 

件
 

1
4 

箇
所

 

7
,
1
57
 

件
 

1
4 

箇
所

 

7
,
1
57
 

件
 

手
話
通
訳

者
の
設

置
を
行

う
。

 

※
件
数
は

手
話
通

訳
者
の

相
談

件
数
の
見

込
み

 

②
 
養
成
事
業

 

 
 
（
専

門
性
の

高
い
意

思
疎

通
支
援
）

 

 
4
6 

人
 

 
9
6 

人
 

 
1
0
0 

人
 

 
1
0
4 

人
 

手
話
通
訳

者
，
要

約
筆
記

者
，

盲
ろ
う
通

訳
介
助

員
の
各

養

成
講
座
を

行
う
。

 

※
修
了
者

数
見
込

み
 

※
失
語

症
者

向
け

意
思

疎
通

支
援

は
，

市
域
を

含
め

京
都

府
に

お
い

て
実
施
 

③
 
奉
仕
員
等

養
成
研

修
事
業

 
 

3
7
8 

人
 

 
7
6
0 

人
 

 
7
6
4 

人
 

 
7
6
8 

人
 

音
訳
・
点

字
・
手

話
等
の

各
奉

仕
員
の
養

成
研
修

を
行
う

。
 

※
参
加
者

数
見
込

み
 

(
４
)
日
常
生
活
用

具
給
付

等
事

業
（

①
～

⑥
）
 

3
5
,
64
5
件
 

3
5
,
91
3
件
 

3
6
,
18
0
件
 

3
6
,
44
7
件
 

重
度

障
害

の
あ

る
市

民
に

日
常

生
活

用
具

の
給

付
・

貸
与

を
行

う
。
 

①
 
介
護

・
訓
練

支
援
用

具
 

1
3
5
件
 

1
3
5
件
 

1
3
5
件
 

1
3
5
件
 

身
体
介
護

を
支
援

す
る
用

具
等

 

②
 
自
立

生
活
支

援
用
具

 
4
8
2
件

 
4
8
2
件

 
4
8
2
件

 
4
8
2
件

 
入
浴
，
食

事
，
移

動
等
の

自
立

生
活
を
支

援
す
る

用
具

 

③
 
在
宅

療
養
等

支
援
用

具
 

3
9
7
件

 
4
0
3
件

 
4
0
9
件

 
4
1
5
件

 
在
宅
療
養

等
を
支

援
す
る

用
具

 

④
 
情
報

・
意
思

疎
通
支

援
用

具
 

4
1
1
件

 
4
3
1
件

 
4
5
1
件

 
4
7
1
件

 
情
報
収
集

・
伝
達

，
意
思

疎
通

を
支
援
す

る
用
具

 

⑤
 
排
泄

管
理
支

援
用
具

 
3
4
,
17
4
件

 
3
4
,
41
1
件

 
3
4
,
64
7
件

 
3
4
,
88
3
件

 
ス
ト
ー
マ

装
具
等

の
排
泄

管
理

を
支
援
す

る
用
具

 

⑥
 

居
宅
生

活
動

作
補

助
用

具
（

住
宅

改
修

費
）
 

4
1
件

 
4
1
件

 
4
1
件

 
4
1
件

 
居
宅
生
活

動
作
等

を
円
滑

に
す

る
た
め
の

住
宅
改

修
 

(
５
)
移
動
支
援
事

業
 

4
5
6 

箇
所

 

3
,
9
91
 

人
 

4
8
3 

箇
所

 

4
,
0
30
 

人
 

5
1
0 

箇
所

 

4
,
0
70
 

人
 

5
3
7 

箇
所

 

4
,
1
10
 

人
 

個
別
支
援

を
基
本

と
し
て

，
社

会
参
加
，

余
暇
活

動
の
た

め

の
外
出
支

援
を
行

う
。

 

※
人
数
，

時
間
は

各
年
度

３
月

の
見
込
み

 

 
 

4
1
,
29
0 

時
間

 

 
4
0
,
36
0 

時
間

 

 
3
9
,
45
8 

時
間

 

 
3
8
,
57
2 

時
間
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事
 

業
 
名
 

２
年

度
実
績
 

（
見

込
）
 

３
年

度
 

４
年

度
 

５
年

度
 

事
業

内
容
，

実
施
の

考
え
方

，
見

込
量

確
保

の
方
策

等
 

箇
所

数
 

利
用

者
数

 
箇

所
数
 

利
用

者
数

 
箇

所
数
 

利
用

者
数

 
箇

所
数
 

利
用

者
数

 

(
６
)
地
域
活
動
支

援
セ
ン

タ
ー

 

 
 
（
機

能
強
化

型
Ⅱ
型

）
 

3
 

箇
所

 

1
0
0 

人
 

3
 

箇
所

 

1
0
0 

人
 

3
 

箇
所

 

1
0
0 

人
 

3
 

箇
所

 

1
0
0 

人
 

従
前
の
デ

イ
サ
ー

ビ
ス
と

同
様

の
事
業
内

容
で
実

施
す
る

。
 

 

(
７
)
発
達
障

害
者

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業
 

1
 

箇
所

 

2
,
8
51
 

件
 

1
 

箇
所

 

2
,
8
51
 

件
 

1
 

箇
所

 

2
,
8
51
 

件
 

1
 

箇
所

 

2
,
8
51
 

件
 

関
係
機
関

と
連
携

し
な
が

ら
，

発
達
障
害

の
あ
る

市
民
へ

の

支
援
を
強

化
し
て

い
く
。

 

※
相
談
件

数
見
込

み
 

(
８
)
理
解
促
進
啓

発
事
業

 
中
止

 
7
,
8
00

人
 

7
,
8
00

人
 

7
,
8
00

人
 

ほ
ほ
え
み

広
場
の

来
場
者

数
 

(
９
)
自
発
的
活
動

支
援
事

業
 

 
 

 
 

 

①
 
ほ
ほ
え
み

交
流
活

動
支
援

事
業

 
5
5
回
 

5
5
回
 

5
5
回
 

5
5
回
 

ほ
ほ
え
み

交
流
活

動
支
援

事
業

の
実
施
回

数
 

②
 
こ
こ
ろ
の

ふ
れ
あ

い
交
流

サ
ロ
ン

 

運
営
事
業

 

1
3
箇
所
 

1
3
箇
所
 

1
3
箇
所
 

1
3
箇
所
 

精
神
障
害

の
あ
る

市
民
の

孤
立

を
防
ぎ
，

ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア

活

動
を
希
望

す
る
市

民
に
参

加
の

機
会
を
提

供
す
る

等
，
交

流

の
場
（
サ

ロ
ン
）

を
設
置

す
る

（
1
3
箇
所
中

2
箇
所
は
，

サ
ロ
ン
を

運
営
す

る
と
と

も
に

，
専
門
職

等
に
よ

る
相
談

支

援
を
行
う

機
能
強

化
サ
ロ

ン
）
。
 

 
③
そ
の

他
 

3
事
業
 

3
事
業
 

3
事
業
 

3
事
業
 

障
害
の
あ

る
市
民

等
が
自

発
的

に
行
う
ピ

ア
サ
ポ

ー
ト
や

ボ

ラ
ン
テ
ィ

ア
等
の

活
動
へ

の
支

援
事
業
を

行
う
。

 

(
1
0
)
精
神
障
害
の
あ
る
方

へ
の

支
援

 
 

 
 

 
 

 
①
 
精
神
障

害
者
地

域
生
活

支
援

 

広
域
調
整

等
事
業

 

5
3 

回
 

1
,
5
07 人
 

5
3 

回
 

1
,
5
07 人
 

5
3 

回
 

1
,
5
07 人
 

5
3 

回
 

1
,
5
07 人
 

精
神
障
害

者
地
域

移
行
・

地
域

定
着
事
業

に
お
け

る
ピ
ア

サ

ポ
ー
ト
の

活
用
（

普
及
啓

発
活

動
の
実
施

）
回
数

，
参
加

者

数
 

 
②
 
発
達
障

害
者
支

援
地
域

協
議
会

 

に
よ
る
体

制
整
備

事
業

 

1
箇
所
 

1
箇
所
 

1
箇
所
 

1
箇
所
 

発
達
障
害

者
支
援

連
携
協

議
会

を
発
達
障

害
者
支

援
法
に

規

定
す
る
地

域
協
議

会
へ
位

置
付

け
。
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事
 

業
 
名
 

２
年

度
実
績
 

（
見

込
）
 

３
年

度
 

４
年

度
 

５
年

度
 

事
業

内
容
，

実
施
の

考
え
方

，
見

込
量

確
保

の
方
策

等
 

箇
所

数
 

利
用

者
数
 

箇
所

数
 

利
用

者
数
 

箇
所

数
 

利
用

者
数
 

箇
所

数
 

利
用

者
数
 

(
1
1
)
そ
の
他
の
事
業

 
 

 
 

 
 

 
①
 
福

祉
ホ
ー

ム
事
業

 
3
箇
所
 

3
箇
所
 

3
箇
所
 

3
箇
所
 

低
額
で
居

室
等
を

提
供
し

，
管

理
人
が
日

常
生
活

に
必
要

な

支
援
を
行

う
。

 

 
②
 
盲

人
ホ
ー

ム
事
業

 
1
箇
所
 

1
箇
所
 

1
箇
所
 

1
箇
所
 

視
覚
障
害

の
あ
る

市
民
に

，
あ

ん
ま
，
は

り
，
き

ゅ
う
の

就

労
の
場
を

提
供
す

る
。

 

 
③
 
訪

問
入
浴

サ
ー
ビ

ス
事

業
 

8
7
人
分
 

9
5
人
分
 

1
0
3
人
分
 

1
1
1
人
分
 

居
宅
や
施

設
で
の

入
浴
が

困
難

な
方
な
ど

に
，
訪

問
入
浴

サ

ー
ビ
ス
を

提
供
す

る
。

 

 
④
 
生

活
訓
練

等
事
業

 
6
事
業
 

6
事
業
 

6
事
業
 

6
事
業
 

日
常
生
活

上
必
要

な
訓
練

や
指

導
を
行
う

。
 

 
⑤
 
日

中
一
時

支
援
事

業
 

4
6
7
人
分
 

4
7
7
人
分
 

4
8
7
人
分
 

4
9
7
人
分
 

施
設
で
一

時
的
に

介
護
等

の
サ

ー
ビ
ス
を

提
供
す

る
（
宿

泊

を
伴
わ
な

い
）
。

 

 
⑥
 
社

会
参
加

促
進
事

業
 

 
 

 
 

 

 
 
ア
 
ス
ポ
ー
ツ

・
レ
ク

リ
エ

ー
シ
ョ
ン

 

教
室
開
催

等
事
業

 

8
件
 

1
4
件
 

1
4
件
 

1
4
件
 

障
害
別
体

育
大
会

，
全
京

都
障

害
者
総
合

ス
ポ
ー

ツ
大
会

等

を
開
催
す

る
。

 

 
 
イ
 
芸
術
文
化

講
座
開

催
等

事
業

 
5
回
 

5
回
 

5
回
 

5
回
 

障
害
者
週

間
の
ポ

ス
タ
ー

展
，

京
都
と
っ

て
お
き

の
芸
術

祭

を
開
催
す

る
。

 

 
 
ウ
 
点
字
・
声

の
広
報

等
発

行
事
業

 
3
種
類
 

1
5
箇
所
 

3
種
類
 

1
5
箇
所
 

3
種
類
 

1
5
箇
所
 

3
種
類
 

1
5
箇
所
 

「
障
害
保

健
福
祉

の
し
お

り
」

等
の
点
字

，
音
訳

，
拡
大

版

を
作
成
，

設
置
す

る
。

 

 
 
エ
 
自
動
車
改

造
助
成

事
業

 
1
5
件
 

1
8
件
 

1
8
件
 

1
8
件
 

身
体
障
害

の
あ
る

市
民
の

自
動

車
改
造
費

用
の
一

部
を
助

成

す
る
。
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第５期障害福祉計画の取組状況 
（１）計画の概要 

  「障害者総合支援法」に基づき，国の基本指針や本市の実情等を踏まえたうえで「成

果目標」を設定するとともに，障害者福祉サービス等の必要な見込み量及びその確保

のための方策を定めるものです。 

 

（２）進捗状況 

○ 施設入所者の地域生活への移行   
 

（注 1）目標は，平成 30 年度から令和 2 年度末までの間に入所施設から地域生活へ 

移行する人数。 

（注 2）実績は，平成 30 年度から令和元年度末までの間に入所施設から地域生活へ 

移行した人数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 人 数 

令和 2 年度末時点の目標（注 1）ａ ４５人以上 

令和 2 年度末時点の実績（注 2）ｂ １０人 

 進捗率（ｂ／ａ） ２２．２％ 

 現在，超長期にわたる施設入所により，地域での生活拠点を失い，地域生活への意

欲を著しく低下した人たちが少なくない現状がある。こういった場合においては，成

果目標ありきの数字合わせのための地域移行であってはならず，一人一人の自己決定

を尊重し，高齢化した家族に負担を掛けることなく，円滑に地域移行を進める必要が

ある。 
 このことから，「第６期障害福祉計画」においては，第５期計画に引き続き，実情を

踏まえた地域移行を推進できる数値目標を掲げることとするが，合わせて，グループ

ホームの設置促進等による地域生活の環境づくり，重度障害者に対する福祉サービス

をはじめ支援サービス充実と連携した当事者の意欲向上と生活スキル向上への取組の

充実にも，積極的に取り組んでいくものとする。 
 また，地域生活への移行が困難な方の施設生活の質の向上にも同時に取り組んでい

く必要がある。 
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○ 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

① ６月に入院した患者の入院３箇月時点の退院率 

② ６月に入院した患者の入院後１年経過時点の退院率 

③ 平成２４年６月末時点の長期（１年以上）在院者数（２，２５０人）の 

 削減割合 

 

区 分 

①入院後 

３箇月の 

平均退院率 

②入院後 

６箇月の 

平均退院率 

③入院後 

１年の 

平均退院率 

④１年以上長期入院患者数 

６５歳以上 ６５歳未満 

令和2年度時点の目

標（注 1）ａ 
６９％以上 ８４％以上 ９０％以上 １，２５０人以下 １９５人以下 

令和元年度時点の実

績（注 2）ｂ 
５７．９％ ７９．２％ ８６．９％ １，３８１人 ２７７人 

 進捗率（ｂ／ａ） ８３．９％ ９４．３％ ９６．６％ ８９．５％ ５７．９％ 

（注 1）目標①，②及び③は，令和元年 6 月に入院した患者の退院率。目標④は，令和 2

年 6 月 30 日 0 時時点の在院患者数。 

（注 2）実績①，②及び③は，平成 30 年 6 月に入院した患者の退院率（京都府の調査に

よる最新数値）。実績④は，令和元年 6 月 30 日 0 時時点の在院患者数（国が実施

している精神保健福祉資料（630 調査）による最新数値）。 

 

 

○ 障害福祉サービス事業所等から一般就労への移行 

区 分 
一般就労への 

移行者数 

就労定着支援に

よる職場定着率 

令和 2 年度末時点の目標（注 1）ａ ２４３人以上 ８０％以上 

令和元年度末時点の実績（注 2）ｂ ２８６人 ９２．２％ 

 進捗率（ｂ／ａ） １１７．７％ １１５．３％ 

 （注 1）目標は，令和 2 年度中に障害福祉サービス事業所等から一般就労へ移行する人数。 

 （注 2）実績は，令和元年度中に障害福祉サービス事業所等から一般就労へ移行した人数。 

 

 

○ 障害者の地域生活の支援 

区 分 取組状況 

地域生活支援拠点等の整備 

地域生活支援拠点に求められる５つ

の機能を面的に整備することで，地域

生活支援拠点の更なる整備を進める。 
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第１期障害児福祉計画の取組状況 
（１）計画の概要 

  「児童福祉法」に基づき，国の基本指針や本市の実情等を踏まえたうえで「成果目

標」を設定するとともに，通所支援等の必要な見込み量及びその確保のための方策を

定めるものです。 

 

（２）進捗状況 

区 分 取組状況 

児童発達支援センターの設置 市内に９箇所設置 

保育所等訪問支援を利用できる体制の

構築 

・市内に１１箇所設置 

・重症心身障害児や児童発達事業所等の実

態把握調査を実施 

主に重症心身障害児を支援する児童発

達支援事業所，放課後等デイサービス

の確保 

・重症心身障害児を支援する児童発達支援

事業所（３箇所），放課後等デイサービ

ス（５箇所）を確保 

・重症心身障害児や児童発達事業所等の実

態把握調査を実施 

医療的ケア児支援の協議の場の設置 ・重症心身障害児や児童発達事業所等の

実態把握調査を実施 
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